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４．「格子状改良工法」による液状化防止・軽減効果と事業リスクの検討

４．１ 格子状改良工法の概要

４．１．１ 工法の特徴と実績・期待される効果

（１）開発の経緯

格子状改良工法（TOFT）工法は主に堤防の液状化対策を目的として、1986 年～1992 年にかけ

て建設省土木研究所と民間 4 社の共同研究で開発された工法である。開発経緯は図 4.1.1-1 に

示す通りであり、建設省土木研究所との共同研究と並行して技術開発が実施されてきた。それ

らの実績が認められ、2001 年には建築学会賞を受賞した。

図 4.1.1-1 ＴＯＦＴ工法の開発経緯と適用プロジェクト

（２）改良形状

図 4.1.1-2 は TOFT 工法で施工された地盤改良の形状を示している。通常は直径 1m の改良杭

を同時に 2 本施工できる 2 軸の機械式撹拌による深層混合処理工法によって、改良杭をラップ

させながら壁を施工し、それを格子状に配置させている。
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図 4.1.1-2 TOFT 工法の改良形状

（３）施工実績

図 4.1.1-3 は平成 21 年 5月末時点での建築・土木分野での TOFT 工法の施工実績を示す。累

計改良土量は約 400 万 m3 に達し、液状化対策工法として幅広い分野で採用されている。表

4.1.1-1 は TOFT 工法の施工実績の一覧表である。施工件数は 446 件である。また、図 4.1.1-4

は TOFT 工法の施工実績の中から、建物への適用件数だけをピックアップした施工実績件数を示

しており、2010 年までに 40 件近い施工実績がある。

図 4.1.1-3 TOFT 工法の施工実績(平成 21年 5 月末時点)
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表 4.1.1-1 TOFT 工法の施工実績一覧(平成 7 年度～平成 20年度)

図 4.1.1-4 TOFT 工法の建物への適用件数(1993 年～2010 年)（竹中工務店の実績）

（４）液状化防止のメカニズム

図 4.1.1-5 は TOFT 工法の液状化防止メカニズムを示している。未改良地盤では、地震時に大

きなせん断応力が発生するが、液状化する地盤を格子状に地盤改良すると、地震時のせん断応

力の大部分が改良された地盤側に作用するため、格子状改良壁で囲まれた地盤内の発生せん断

応力が大幅に低減され、液状化を防止することができる。

項目 ～平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 総 合 計

4～7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

建設省・国土交通省 建 2 13 7 7 15 18 7 15 16 11 7 10 7 7 142

そ の 他 中 央 官 庁 国 0 0 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 5

地 方 自 治 体 地 0 10 8 12 21 20 22 21 16 22 21 16 12 5 206

公 団 ・ 公 社 公 0 2 0 1 9 3 7 2 2 5 3 5 2 3 44

民 間 民 1 5 0 5 1 6 5 4 3 5 5 6 2 1 49

合 計 3 30 16 26 48 47 41 42 37 43 36 37 23 17 446

04～07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

建設省・国土交通省 建 18,294.4 185,959.8 65,709.2 64,124.4 286,897.0 180,462.6 45,849.0 101,195.8 186,624.6 69,421.2 51,117.0 78,592.0 55,920.6 35,941.9 1,426,109.5

そ の 他 中 央 官 庁 国 0.0 0.0 1,130.0 11,489.0 39,130.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2,852.0 54,601.0

地 方 自 治 体 地 0.0 80,675.4 103,127.0 62,773.8 122,005.5 120,819.2 56,031.6 209,856.0 157,422.3 184,614.4 143,242.0 65,758.9 50,682.9 9,031.1 1,366,040.1

公 団 ・ 公 社 公 0.0 8,235.9 0.0 7,330.0 82,317.2 39,607.9 100,884.0 2,827.0 2,148.0 86,771.3 41,900.0 42,391.6 35,816.0 36,318.3 486,547.2

民 間 民 22,199.0 50,031.1 0.0 99,631.3 14,111.0 57,343.0 27,624.8 31,233.2 20,462.0 260,858.0 48,589.0 47,120.5 45,465.0 850.0 725,517.9

合 計 40,493.4 324,902.2 169,966.2 245,348.5 544,460.7 398,232.7 230,389.4 345,112.0 366,656.9 601,664.9 284,848.0 233,863.0 187,884.5 84,993.3 4,058,815.6

累 計 40,493.4 365,395.6 535,361.8 780,710.2 1,325,170.9 1,723,403.6 1,953,793.0 2,298,905.0 2,665,561.9 3,267,226.8 3,552,074.8 3,785,937.8 3,973,822.3 4,058,815.6 4,058,815.6

実
施
件
数

（
件

）

発 注 機 関 名

改
良
数
量

（

）

m3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

93969798990001020304050607080910

適
⽤
件
数
（
累
積
）

施⼯年

総計

直接基礎

杭基礎

パイルド・ラフト基礎

93 1008060402009896 適用実績のある都道府県



4-4

図 4.1.1-5 TOFT 工法の液状化防止原理

（５）TOFT 工法の液状化防止効果の検証

図 4.1.1-6 に示すように、TOFT 工法の液状化防止効果については、実験・数値解析・観測で

数多くの検証がされている。以下にその概要を述べる。

図 4.1.1-6 TOFT 工法の液状化防止効果の検証
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無改良地盤モデル

凡例 ●：間隙水圧計 ○：加速度計
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１）振動台実験

図 4.1.1-7 に、格子間隔 8cm、16cm、24cm、32cm、40cm、80cm の格子を剛土槽（250cm×68cm

×60cm）内に作製し、土木研究所で行われた振動台実験の平面図と断面図を示す

図 4.1.1-7 振動台実験の平面図と断面図 1)

図 4.1.1-8 には振動台実験の加振条件と過剰間隙水圧時刻歴が示されており、無改良地盤

に比べて格子状改良地盤内の過剰間隙水圧発生量が大幅に低減されていることが分かる。

図 4.1.1-8 加振条件と過剰間隙水圧時刻歴 1)

図 4.1.1-9 は図 4.1.1-7 の模型を用いた振動台実験結果を整理したもので、加振方向の格

子間隔が広くなると格子内地盤の過剰間隙水圧比が高くなり、液状化抑制効果が低下してい

ることを示している。

入力最大加速度 209gal の実験 2では、加振方向の格子幅 Lと液状化層厚さ Hの比で整理し

た L/H が 0.8 以下であれば最大過剰間隙水圧比が 0.5 以内に収まっていることから、TOFT 工

法の当初の設計では、L/H が 0.8 以下になるように格子間隔の設計を行っていた。
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しかし、入力最大加速度 151gal の実験 1 に着目すると、L/H=2.0 でも最大過剰間隙水圧比

は 0.3 以下で、L/H が 0.8 を超えても入力地震動の大きさが小さければ液状化抑制効果があ

ることが分かる。

図 4.1.1-9 過剰間隙水圧比と格子間隔の関係（振動台実験結果）1)

その後に行われた遠心模型振動実験結果と解析結果から、L/H を用いる方法とは別に、設

計で考慮する地震動に応じて合理的に格子間隔を設計する方法が、建築基礎のための地盤改

良設計指針案(建築学会、2006 年)に明記されており、この方法も用いられるようになった。

次式は、地盤改良設計指針案に示されている格子中央地盤に発生するせん断応力比

を求める提案式である。

γn＝0.1（M-1） （M＝7.5 と仮定、M：マグニチュード）

αmaxは自由地盤での地表面最大加速度

図 4.1.1-10 は上記提案式の補正係数を示している。

格子状改良の効果は格子間隔 L、改良体剛性 G、改良深さ H に依存するとされている。
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図 4.1.1-10 補正係数とパラメータの関係 2)

２）遠心模型振動実験と数値解析

図 4.1.1-11 に、格子間隔の異なる格子状改良地盤（格子間隔 4m、6m、8m、10m）をモデル

化して行われた遠心模型振動実験の平面図と断面図を示している。実験で用いられた入力地

震動の最大加速度は 187gal である。

図 4.1.1-11 遠心模型振動実験の平面図(上)と断面図(下)

（括弧内には１G 場に換算した寸法を表示した）3)
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図4.1.1-12に、遠心模型振動実験をシミュレーションするための3次元解析モデルを示す。

シミュレーションは有効応力解析（解析コード：MuDIAN）にて行った。

図 4.1.1-12 遠心模型振動実験のシミュレーションに用いた 3 次元解析モデル 3)

図 4.1.1-13(a)は浅い部分（GL-1.5m～GL-2.5m）での過剰間隙水圧比時刻歴の実験結果と

解析結果を、(b)では深い部分（GL-6.5m～GL-7.5m）での過剰間隙水圧比時刻歴の実験結果と

解析結果を比較している。

図 4.1.1-13 過剰間隙水圧比時刻歴の実験結果と解析結果の比較 3)
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周辺地盤では全深度で液状化が発生しているのに対して、深い部分では格子内地盤で液状

化の発生は見られないが、浅い部分では格子間隔が広くなると液状化抑制効果が低下して、

格子間隔 10m の格子内地盤では液状化の発生が確認される。

３）観測結果

表 4.1.1-2 に兵庫県南部地震(1995 年)と東北地方太平洋沖地震(2011 年)時に、TOFT 工法

の液状化防止効果が観測された事例を示す。

表 4.1.1-2 TOFT 工法の観測事例

神戸Ｍホテル（概要は図 4.1.1-14 を参照）での TOFT 施工例を図 4.1.1-15 に示す。

図 4.1.1-14 神戸Ｍホテルの概要 4)

事 例 建物規模 地下水位 地表面最大加速度 格子間隔 液状化痕跡

神戸市のMホテル
(1995年)

S14階建て GL-1.2m 約350gal 8m ～ 24m なし

浦安市のD駐車場
(2011年)

SRC４階建て GL-1.8m 約150gal 15.6m×16.5m なし

埠頭

神戸港

神戸メリケンパーク

オリエンタルホテル地震の断層面（読売新聞 1/27朝刊）

断層

淡路島

大阪湾

大
阪
府

西宮市
神戸市

明石市 芦
屋
市

震源

兵庫県

液状化
地域

建設位置兵庫県南部地震の断層と震源位置

建築面積：10,789m2

延面積 ：53,408m2

建物規模：地上14階、塔屋2階

構造 ：鉄骨造

基礎形式：杭基礎

建物用途：ホテル、フェリーターミナル

工事期間：93年4月～95年7月

施工期間中に兵庫県南部
地震を経験しました。
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図 4.1.1-15 神戸Ｍホテルの施工例における TOFT の配置 4)

神戸 M ホテルでは、液状化対策として TOFT 工法が採用され、図 4.1.1-15 に示すように格

子間隔は 8～24m で配置されていた。同ホテルは 1995 年の兵庫県南部地震時には竣工直前で

あった。

図 4.1.1-16 に示すようにホテルの周囲の護岸は液状化により完全に崩壊したが、ホテル部

分は TOFT 工法で液状化対策を実施していたこともあり、液状化の被害を受けなかった。

図 4.1.1-17 は地震後に、格子内部地盤の様子を観察した状況を示しており、液状化の痕跡

は見られず、TOFT 工法が液状化の発生を抑止したことが確認できた。

水面

海底面

断面図 場所打ち杭

液状化層

格子状改良

建物支持は場所打ち
杭とし、液状化防止
のためにTOFTを利
用しました。

建物支持は場所打ち杭

とし、液状化防止のた

めに TOFT を利用。

格子間隔 8.0m, 24.0m
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図 4.1.1-16 兵庫県南部地震直後の岸壁の変位 4)

液状化対策をしていない護
岸は最大2mも水平移動しま
した。

メリケンパークでは大規模な
液状化が発生しました。

メリケンパークでは大規模な

液状化が発生（朝日新聞社提供）

液状化対策をしていない護岸

は最大で 2m 程度水平移動し

た。
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図 4.1.1-17 兵庫県南部地震後の格子内部の調査状況 4)

図 4.1.1-18 に、東日本大震災で液状化により大きな被害を受けた浦安市で、液状化対策と

して TOFT 工法が採用されていた建物の震災直後の写真を示す。液状化による被害の痕跡は見

られていない。

図 4.1.1-18 建物の地震直後の状況（写真撮影日：2011.3.13）5)

図 4.1.1-19 には、この建物における改良杭配置平面図を示している。基本の格子間隔は

15.6m×16.5m で配置され、建物は直接基礎と杭を併用したパイルド・ラフト基礎で支持され

ていた。

東北地方太平洋沖地震で観測された地震動を用いて検証解析を実施したところ、図

格子の内部地盤では液状化
の痕跡は認められませんでし
た。

杭にも亀裂などの被害は生
じていませんでした。

格子の内部地盤では液状化の

痕跡は認められない。
支持杭にも亀裂などの被害は

生じていない。

TOFT 適用建物の東日本大震災後の写真
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4.1.1-20 に示すように格子内地盤では液状化が発生せず、未対策地盤では液状化が発生する

という結果となり、目視調査と対応する結果が得られた。

図 4.1.1-19 改良杭配置 5)

図 4.1.1-20 FL 値の深度分布（No.6 ボーリング）5)
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（２）施工概要

格子状改良は深層混合処理工法により施工され、層厚数 m～40 数 m に及ぶ軟弱地盤を、スラ

リー状の改良材を添加混練して原地盤の数十倍の強度に固化させて上部荷重を支持出来るまで

に地盤を改良する。本工法に使用される処理機は前述の写真 4.1.2-1(a)に示す三点式クローラ

―クレーンのベースマシンを本体とし、１本～４本の攪拌軸を電気モータまたは油圧モータで

回転させ、先端部に攪拌翼が取り付けられた構造になっている。施工方法は開発当初から各種

の模型実験、実用化実験を実施し、最適な機械設備、施工基準へと順次改良が加えられている。

施工にあたっては、設計を満足する施工計画を立案し、施工時の種々の管理を徹底することに

より、要求された品質を確保する。

基本的な施工フローを図 4.1.2-2 のフローチャートに示す。

図 4.1.2-1 深層混合処理工法における施工の基本フローチャート 6)
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（３）施工手順

深層混合処理工法の一般的な施工手順について紹介する。標準的な施工手順および打設サイ

クルを図 4.1.2-3 に示す。改良材の吐出方式には、貫入時吐出方式と引抜き時吐出方式があり、

一般に貫入時吐出方式が採用されることが多いが、地盤が不均質で硬い層が介在する場合や、

大深度の施工の場合は引き抜き時吐出方式を検討する。

図 4.1.2-3 深層混合処理工法の標準的な施工手順および打設サイクル 6)

（４）機械設備

施工機械は、処理機本体と改良材供給機に分かれる。処理機本体部は、攪拌軸、攪拌翼、モ

ータ、ベースマシン、バックホウなどからなり、改良材供給機部は、サイロ、ミキシングプラ

ント、グラウトポンプ、管理室などから構成される。施工機械の基本構成を図 4.1.2-4 に、処

理機本体ならびに攪拌翼の代表例を図 4.1.2-5 に示す。なおバックホウは整地、泥土処理を行

う為に配置する。
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図 4.1.2-4 施工機械の基本構成 8)

図 4.1.2-5 処理機本体と攪拌翼の例
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（５）深層混合処理工法の留意事項

ａ）攪拌翼の基準

攪拌翼には以下のような基準が設けられている（抜粋）。

①貫入時吐出を標準とする。

②段数は２～４段とする。

③１段につき２枚を標準とする（最大１段につき３枚まで）。

④１段の間隔（攪拌翼の中央間）≦50cm 程度とする。

ｂ）スラリーポンプ数の設定

処理機の軸数≦スラリーポンプの台数

を満足させる必要がある。

ｃ）プラント設置位置

プラントから処理機までの距離は、最大でも 100ｍ程度とする。

ｄ）処理機の貫入、引抜き速度

貫入時吐出の場合、処理機の貫入、引抜き速度はともに 1.0ｍ/分を標準とする。施工条件

等により速度を変化させる場合（≦1.0ｍ/分）は、羽根切り回数 350 回/ｍを確保できるよう

に計画する。

ｅ）改良体形状

スラリー系工法における標準的な改良体の形状は、図 4.1.2-6 のとおり２軸瓢箪型であり、

連続させる場合はラップ施工を行う。

図 4.1.2-6 改良体の断面形状とラップ幅
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ｆ）施工管理システム

施工では、改良体造成中に、管理計器による施工状況データをリアルタイムに把握し、品

質・出来形の管理基準をはずれた場合には、即時に警報を発して修正作業をうながすととも

に、打設記録の出力機能等を組み込んだ管理システムを導入している。

本システムの特徴を以下に記す。

①施工中の各深度における施工管理項目は、処理機昇降速度、スラリー吐出量、処理機軸

回転数の３項目であり、その３項目について管理基準値を設け、その基準値を満足して

いるかの判定を深度１ｍ毎に逐次行うシステムである。

②改良体１本ごとの造成結果を、深度１ｍ毎の施工状況としてリアルタイムに表示、出力

が可能である。

③②の結果を 1 日の出来形集計表として一覧表形式で出力可能で、これらはすべてパソコ

ン処理で行われる。

施工管理システムの全体構成例を図 4.1.2-7 に、また図 4.1.2-8 に施工管理項目を示す。

図 4.1.2-7 施工管理システムの全体構成例 6)
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図 4.1.2-8 施工管理項目 6)
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４．２ 道路・宅地一体化対策としての格子状改良工法の設計

４．２．１ 目標性能を満足するための基本的な設計方針

格子状改良工法の適用にあたり液状化防止効果の確認は FL法によって行うため、基本的な設計

方針として道路部分と宅地部分の目標性能は下記の通りとした。また、格子状改良体の健全性に

関する目標性能も定めた。これらの性能が確保できる改良配置・仕様を検討する。

（１）道路部分

検討に用いる L1 相当地震動に対して全深度にわたって液状化しないこと(FL>1)

（２）宅地部分

検討に用いる L1 相当地震動に対して全深度にわたって液状化しないこと(FL>1)かつ地盤の

短期許容応力度が建物接地圧より大きいこと

（３）格子状改良体

検討に用いる L1 相当地震動に対して改良体に発生する最大せん断応力が短期許容せん断応

力を超えず、改良体の健全性が確保されること

格子状改良工法は格子の剛性を確保することによって液状化抑止効果を発揮する。また、ブロ

ック状の改良体とは異なり壁状の改良体では寸法的な余裕を有さないため、壁厚など改良体の出

来形の確保が設計上の前提条件とも言える。


